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資料１ 逗子市とのごみ処理広域化に関する確認書（本編３ページ） 
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資料２ ごみ処理施設性能指針（ごみ焼却施設部分抜粋）（本編 14ページ） 

   ごみ焼却施設の整備を交付金事業として取り組むためには、ごみ処理施設性能指 

  針を準拠することが前提条件となります。 

   ここでは、その「ごみ処理施設性能指針」の中のごみ焼却施設に関する部分を以下

に抜粋します。 

 

[ごみ焼却施設性能指針] 

 

１ 性能に関する事項 

（１）ごみ処理能力 

計画するごみの質及び量を、計画する性状の焼却残さ又は溶融固化物に処理する 

能力を有すること。 

（２）焼却残さの性状 

焼却残さ（集じん灰を除く。）の熱しゃく減量は、連続運転式ごみ焼却施設にお 

いては５パーセント以下、間欠運転式ごみ焼却施設においては７パーセント以下とす 

ること。ただし、炭化施設にあってはこの限りではないこと。 

（３）安定稼働 

連続運転式ごみ焼却施設は、一系列当たり90日間以上連続して安定運転が可能で 

あること。間欠運転式ごみ焼却施設は、一系列当たり90日間以上にわたり、この間 

の計画作業日における安定運転が可能であること。 

（４）余熱等の有効利用 

連続運転式ごみ焼却施設においては、発電、施設外熱供給、その他の余熱等の有 

効利用が可能であること。 

 

２ 性能に関する事項の確認方法 

（１）性能確認条件 

以下の条件を満たす実証施設又は実用施設における運転結果にもとづき、各性能 

に関する事項に適合しているか確認すること。 

 

ア 計画するごみと同程度のごみ質（三成分（可燃分、灰分、水分）、低位発熱等）

のごみを使用して行ったものであること。 

 

イ 実証施設又は実用施設の一系列当たりの処理能力は、400キログラム／時間以 

上であること。 

 

ウ 計画する実用施設の一系列当たりの処理能力に対し、実証施設又は既存実用施 
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設の一系列当たりの処理能力は、概ね10分の1以上であること。 

 

エ 連続運転式ごみ焼却施設の実証試験については、延べ試験運転時間100日間以 

上（このうち、連続試験運転時間30日以上）の実績を有すること。間欠運転式ごみ 

焼却施設の実証試験については、延べ100日間以上の試験運転実績を有すること。 

 

（２）性能確認方法 

ア ごみ処理能力及び焼却残さの性状以下のいずれかにより確認すること。 

（ア） 実証試験により得られた運転データ等を評価した結果 

（イ） 実用施設における運転データ等を評価した結果 

 

② 安定稼働 

連続運転式ごみ焼却施設の場合は、以下のいずれかにより確認すること。 

（ア）実証試験により得られた運転データ並びに構成部品及び部材の耐用性と、連 

続した安定運転を阻害する原因への対策等を評価した結果 

（イ）実用施設において、一系列当たり90日間以上連続して安定運転を実施した実 

 績 

 

間欠運転式ごみ焼却施設の場合は、以下のいずれかにより確認すること。 

（ア）実証試験により得られた運転データ並びに構成部品及び部材の耐用性と、安 

定運転を阻害する原因への対策等を評価した結果 

（イ）実用施設において、一系列当たり90日間以上にわたり、この間の計画作業日 

に安定運転を実施した実績 

 

③ 余熱等の有効利用 

余熱等の有効利用による発電、外部熱供給等の実施可能性については、炉の性 

能確認条件を満たす実証施設又は実用施設における運転結果を解析し、余熱利用技術

に関する既存の知見を踏まえ確認すること。 
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資料３ 高効率ごみ発電施設整備マニュアル（本編 24 ページ） 

   高効率ごみ発電施設整備マニュアル（環境省）の抜粋を以下に示します。 
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資料４ ごみ処理施設による高効率発電及びサーマルリサイクルの 

ケーススタディ（本編 24 ページ） 

   

ここでは、本市の基本構想よりも処理能力の大きいごみ処理施設における高効率ごみ

発電施設の事例を示します。 

 

１ 秋田市は、以前「燃やせるごみ」「燃やせないごみ」「粗大ごみ」「資源化物」「乾

電池」に分けていましたがシャフト式ガス化溶融炉の導入により、不燃物、可燃物

を区別することなく「家庭ごみ」として回収することとしました。マテリアルリサ

イクルが出来るものはマテリアルリサイクルをしていますが（容器包装リサイクル

法のすべてに準じているわけではありません）、材料表示分別では、市民に大きな

負担がかかることなどを考慮してサーマルリサイクルによるごみ処理方式として

います。 

表4-1に秋田市総合環境センターのごみ処理施設の概要を示します。 

 

表4-1 秋田市総合環境センターごみ処理施設の概要 

秋田市総合環境センターごみ処理施設 

竣工 平成14年３月（平成23年度に能力増強工事完了） 

処理方式 シャフト式ガス化溶融炉 

処理能力 230ｔ/24ｈ×２炉 

燃焼設備 旋回燃焼方式 

燃焼ガス冷却設備 自然循環式廃熱ボイラー 

蒸気条件 常用４MPa  400℃ 

排ガス処理設備 ろ過式集じん機 触媒方式 

発電出力 蒸気タービン発電 定格 8,500kW 

発電効率 19％ 

敷地面積 432,000㎡ 

溶融物処理設備 水砕・磁選・ホッパ方式 

サーマルリサイクル 燃やせないごみ、粗大ごみ 

 

２ （株）とかちＥサービスが運営を行っているくりりんセンターにおいては、構成市 

町村（帯広市・音更町・芽室町・中札内村・更別村・幕別町・池田町・豊頃町・浦 

幌町）が収集したごみ（一般廃棄物）と自己搬入ごみを受け入れ処理しています。 

産業廃棄物の処理は、原則として事業者自らが処理しなければなりませんが、く 

りりんセンターでは、あわせ産業廃棄物の処理を行っております（一般廃棄物を処 

理する市町村等が特に必要と認めた場合、産業廃棄物を一般廃棄物とあわせて処理
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することが認められています。これを「あわせ産業廃棄物」といいます）。くりりん

センターで処理することが出来る「あわせ産業廃棄物」は以下に示すものです。 

※    燃えがら : 安定無害化したもので含水率 80％以下のものに限る（全事業所） 

※   紙くず  ：パルプ、紙又は紙加工品の製造業、新聞業、製本業   

※   木くず ：廃木材、おがくず、木製パレット、梱包材（全事業所） 

※   繊維屑 ：木綿くず、羊毛くず、麻くず、（繊維工業、紡績業、織物業） 

※   動物性残渣 ：食料品製造業において原料として使用した動物又は植物に係る 

                固形状の不用物で前処理したもの 

  表 4-2にくりりんセンターのごみ処理施設の概要を示します。 

 

表 4-2 くりりんセンターごみ処理施設の概要 

くりりんセンターごみ処理施設 

竣工 平成８年９月 

処理方式 火格子焼却炉（ストーカ炉） 

処理能力 330t/日（110t/24ｈ×３炉） 

燃焼設備 横列隔段往復動式ストーカ方式 

燃焼ガス冷却設備 過熱器エコノマイザ付単胴型自然循環ボイラー 

蒸気条件 常用 3.82MPa 400℃ 

排ガス処理設備 ろ過式集じん機  有害ガス除去装置 

発電出力 蒸気タービン発電 定格 7,000ｋW 

発電効率 15％ 

敷地面積 47,006㎡ 

サーマルリサイクル あわせ産業廃棄物 

 

３ 東京都においては、特別区内の廃棄物の中間処理（焼却・破砕等）を行っている東 

京二十三区清掃一部事務組合では、平成 18年１月に「一般廃棄物処理基本計画」を策 

定しました。 この一般廃棄物処理基本計画の策定から４年が経過し、その間、廃プラ 

スチックのサーマルリサイクルの本格実施等により、ごみ量・ごみ性状に大幅な変化 

が生じてきており、ごみ発生量予測とそれに対応した処理体制の見直しが必要となっ 

てきたことなどから、本計画は、平成 22年度から 32年度までの 11年間を計画期間と 

した改定を行い、引き続き「循環型ごみ処理システムの推進」を計画目標として、「効 

率的で安定した中間処理体制の確保」「環境負荷の低減」「地球温暖化防止対策の推進」 

「資源回収の徹底」「最終処分場の延命化」の 5つの施策を中心として取組を進めてい 

くこととし廃プラスチックのサーマルリサイクルの実施を行うこととなりました。 

  次ページ、表 4-3に東京二十三区清掃一部事務組合の葛飾清掃工場の概要を示しま 

す。 
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表 4-3 葛飾清掃工場ごみ処理施設の概要 

東京二十三区清掃一部事務組合葛飾清掃工場 

竣工 平成 18年 12月 

処理方式 火格子焼却炉（ストーカ炉） 

処理能力 500t/日（250t/24ｈ×２炉） 

燃焼設備 ストーカ方式 

燃焼ガス冷却設備 自然循環式廃熱ボイラー 

発電出力 13,500ｋW 

発電効率 18％ 

敷地面積 約 52,000㎡ 

サーマルリサイクル 廃プラスチック 

 

 

４ 神奈川県秦野市伊勢原市環境衛生組合においては、し尿処理施設跡地（秦野市

曽屋）にごみ焼却施設を建設し、平成 24 年 10 月現在で試運転を開始して

います。  

    

表 4-4 秦野市伊勢原市環境衛生組合クリーンセンターの概要 

秦野市伊勢原市環境衛生組合クリーンセンター 

竣工 平成 24年 9月 

処理方式 火格子焼却炉（ストーカ炉） 

処理能力 200t/日（100t/24ｈ×２炉） 

燃焼設備 ストーカ方式 

燃焼ガス冷却設備 自然循環式廃熱ボイラー 

発電出力 3,820ｋW 

サーマルリサイクル 可燃ごみ（生ごみ、プラスチック製品、その他紙くずなど） 
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資料５ 計画施設規模について（本編 28ページ） 

  現在、老朽化に伴い設計時より処理能力が低下している名越クリーンセンターは、

今後の基幹的整備改良工事を行うことにより、施設本来の処理能力に近づくことによ

り、120t/日（60t/日×２炉）程度の能力回復を見込んでいます。 

 

表 名越クリーンセンターでの焼却処理量の見込み 

※表中のごみ焼却対象量は、市内焼却施設での焼却分を対象としています。 

 ※粗大ごみ、持ち込みごみ等の焼却量の数値は表記の処理量のうち可燃系の数値となっています。 

（引用：第２次鎌倉市一般廃棄物処理基本計画ごみ処理基本計画（中間見直し）） 
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また、名越クリーンセンターへのごみ搬入量の月別変動係数の変動パターンは、下

図の通りとなります。 

 

図 月変動係数の変動パターン 

（引用元：名越クリーンセンター精密機能検査報告書（平成 22年 3月）） 

 

上記より、過去３年間（平成 18年度～平成 20年度）の月最大変動係数は、一般的

な数値である 1.14であるため、観光地としての季節変動を見込む必要は無いと考え

られます。 

   したがって計画施設規模は、平成 27年度におけるごみ焼却対象量 25,855t/年から、

下式となります。なお施設規模の計算方法は、「廃棄物処理施設整備費国庫補助金交

付要綱の取扱いについて（環境省通知）」に準拠するものとします。 

 

● 施設規模 100t/日 

（25,855t/年÷365日÷実稼働率 0.767÷調整稼働率 0.96＝96.2t/日⇒100t/日） 

 

   なお、逗子市については、「逗子市一般廃棄物処理基本計画」による中間処理量（焼

却施設）12,416t/年（平成 26年度見込み）から、下式となります。 

 

   ●施設規模 50t/日 

（12,416t/年÷365日÷実稼働率 0.767÷調整稼働率 0.96＝46.2t/日⇒50t/日） 
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 資料６ 発電効率について（本編 38 ページ） 

 

下図に、施設規模と発電効率（実績値）の関係を示します。 
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図 施設規模と発電効率（実績値） 

（データ引用元：廃棄物処理事業実態調査（平成22年度、環境省）より抽出） 
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資料７ 再生エネルギー固定買取制度（本編38ページ） 

 

 下記の通り、政府及び経済産業省資源エネルギー庁から、再生エネルギー固定買取

制度及び買取価格設定が公開されています。 

 

①政府広報オンライン 

http://www.gov-online.go.jp/useful/article/201110/4.html 

 

②買取制度 | なっとく！再生可能エネルギー（経済産業省資源エネルギー庁） 

http://www.enecho.meti.go.jp/saiene/kaitori/ 

 

 ③廃棄物発電の買取価格希望額についての事業者ヒアリング 

（ヒアリング先：東京二十三区清掃一部事務組合） 

  ごみ焼却発電について、施設規模・可燃ごみ性状などから買取希望額を試算しています。 

http://www.meti.go.jp/committee/chotatsu_kakaku/pdf/004_06_00.pdf 

http://www.gov-online.go.jp/useful/article/201110/4.html
http://www.enecho.meti.go.jp/saiene/kaitori/
http://www.meti.go.jp/committee/chotatsu_kakaku/pdf/004_06_00.pdf
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資料８ ＰＦＩ事業破綻事例とＤＢＯ方式の選定メリット（本編43ページ） 

 

（１）Ａ市臨海工場余熱利用施設整備事業について 

本事業は、市のごみ焼却処理施設「臨海工場」の整備の後、ごみ焼却に伴って発

生する熱エネルギーによる発電によって得られる電力を有効に活用し、温海水を利

用するタラソテラピー、運動施設、地域コミュニティの交流促進等の機能を備えた

「Ａ市臨海工場余熱利用施設」を１年間で整備し、その後15年間、施設を運営・維

持管理する事業です。 

    平成14年４月の事業開始後、初年度からの利用者数の伸び悩み等の原因により、

事業主体の経営状況が悪化し、平成16年11月末をもって、本施設は一旦閉鎖されま

した。 

その後、約４箇月の施設閉鎖期間を経て、新しい事業主体による本事業の引継ぎ

が決定し、平成17年４月から事業を再開し、現在も運営を継続しています。 

 （引用元：内閣府 民間資金等活用事業推進室(ＰＦＩ推進室)） 

 

（２）Ｂ市堆肥化施設について 

ＰＦＩ手法によって整備された「Ｂ市有機質資源再生センター」について、悪

臭と将来的な経営破綻の可能性を理由として、事業中止の決定をしました。本施

設については、稼働当初から近隣市の住民から臭気苦情が寄せられていました。

本施設は、遅くとも2014年度中に閉鎖する方針とのことです。ＰＦＩ手法による

施設が、実際の経営破綻以外で事業期間中に中止となるのは全国的に初の事例に

なるとみられています。 

Ｂ市では今後、事業中止と施設の撤退に向け関係機関らとの具体的調整に入り

ます。ＰＦＩ事業期間（2021年まで）の途中で事業を中止する場合には、国や県

に対し補助金返還義務が市に生じることになります。 

Ｂ市の試算によると、本年度中に返還した場合の総額は３億２千万円。このほ

か、建物の除却に４億円、畜産農家への処理施設整備補助として３億３千万円な

ど、完全撤退までに総額12億円超の公費が必要になると見込んでいます。 

Ｂ市は今後２年間施設を暫定継続させ、その間に畜産業者へ、畜ふんの処理方

法について意向を調査、新たな手法を検討するとしており、より小規模な処理施

設を数箇所に分けて新設することなどを想定しています。 

（引用元：2012年９月５日新聞記事） 

 

（３）ＤＢＯ方式を選定するメリット 

     近年はごみ処理施設の建設運営において、ＰＦＩ方式ではなく、ＤＢＯ方式を

採用する自治体が増加しています。ＰＦＩ方式との大きな違いは、民間事業者の
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設計・建設の提案を受け、公的資金調達により施設を建設する点です。 

ＤＢＯ方式に期待されているメリットは、主に以下の通りです。 

 

ア ごみ処理事業は施設の建設から解体まで数十年に渡る事業となるため、建設

に関しては公的資金調達する方が施設整備費、税金（不動産取得税、固定資産

税等）などのリスクが小さいと判断されることが多い。 

 

イ 施設建設後の運営主体は民間事業者とし、民間事業者の技術力（運営のノウ

ハウ）等を活用することで、事業期間中のトータルコストの縮減と質の高いサ

ービスを提供できる。 

 

但し、どのような民間活用手法を採用するにしても、公共と民間事業者のリスク

分担を細かく設定して事業検討を行っていくことが重要になります。 
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資料９ 環境負荷の試算データについて（本編55ページ） 

 

表 各ケースの概要 

 ケース１ ケース２ ケース３ ケース４ ケース５ ケース６ 

対象市 鎌倉市 鎌倉市 
鎌倉市 

逗子市 
鎌倉市 鎌倉市 鎌倉市 

減量状況 途中 達成 達成 達成 達成 途中 

施設規模 120t/日 100t/日 
120t/日 

（100＋20） 

120t/日 

（100＋20） 

250t/日 

（100t＋150） 
100t/日 

日平均処理量 88t/日 74t/日 88t/日 89t/日 178t/日 99t/日 

発熱量 

（kJ/kg） 
9,970 10,214 9,500 10,362 11,944 11,286 

発電効率 15％ 

発電容量 1,520 1,310 1,450 1,600 4,180 1,540 

 

検討範囲の設定 

各ケースの温室効果ガス排出量の試算にあたり、どこまでを本業務における計算対象の範

囲とするのか（＝境界条件）を確定しました。 

計算対象の概念は図に示すとおりであり、温室効果ガスの排出には家庭系および事業系ご

みが発生・排出されてから、再資源化・中間処理を経て、最終処分されるまでの一連の過程

における直接影響部分と間接影響部分があるため、以下の点に留意し評価範囲を設定しまし

た。 

 

  本検討はシステム指針に準拠した評価範囲とする。 

  ごみ発電による売電や外部への熱供給などのサーマルリサイクルによる温室効果ガス

削減（回避）効果については、「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル」（環境省 経

済産業 

 省）に記載された電力及び熱供給に伴う温室効果ガス排出量の数値を用いて試算し、こ

れらについても計算の対象とする。 

  将来のごみ処理システムの検討時に相対比較が必要なもので、評価が可能なものについ

ては計算対象とし、システム間に相違が無く評価結果に関係しないものについては計算の

対象範囲から除外する。 

  資源化後の市場流通については、どこの市場に流通するかによって環境負荷が大きく異

なることから、計算の対象範囲から除外する。 
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図 評価範囲の概念図 

 

＜参考＞ 

■ 直接影響部分 

エネルギーや薬剤等の直接投入量、焼却施設から排出される大気汚染物質等の直接環

境排出量、処理後のごみや資源、残渣等の廃棄物、あるいは下水道放流など別の処理処

分過程に移行した量を含む直接排出量 

■ 間接影響部分 

直接投入されるエネルギーや薬品等を製造する過程で消費される天然資源消費量や

その製造過程で環境へ排出される量 

 

 コスト 

 

 

 

 

 

 

中間処理部門 

 

 

 

 

 

 

収集・運搬部門 

 

 

 

 

 

 

最終処分部門 

燃料消費 

大気汚染物質 

温室効果ガス 
燃料消費 

薬剤消費 

大気汚染物質 

温室効果ガス 

 

発電力 

余熱供給 

直接影響範囲 

間接影響範囲 

分解ガス 

土地 
製造過程排出 

製造過程投入 製造過程投入 

：システム指針の評価範囲 ：評価範囲 

焼却施設 

資源化施設 

市場流通 
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試算条件 

温室効果ガスの試算にあたり各処理過程の試算条件について以下のとおりまとめます。 

 

収集過程 

  全ごみ種の搬入先を一箇所に固定し、収集過程における走行距離を一定とした。 

  ごみ種によって積載量が異なるため、他市事例をもとにごみの密度を考慮し収集効率を

求め、ごみ種による収集距離の違いを考慮した。 

  収集に用いる車両はごみ種によって変わらず同じ車両とした。また、燃費については今

泉クリーンセンターと名越クリーンセンターにごみを搬入している収集車両の実績から

算定し、平均値を用いる。 

中間処理過程 

  中間処理過程における検討範囲は、売却され有価となる手前までの範囲とした。 

  植木剪定材と生ごみの資源化施設の電力消費量を求めるにあたり、「さまざまな有機性

廃棄物を対象とする堆肥化施設・メタン発酵施設に関する調査分析」（北海道大学 廃棄

物処分工学研究室）より処理能力あたりの電力消費量を引用した。 

  ミックスペーパーの資源化施設である笛田リサイクルセンターの電力消費量は、圧縮梱

包機メーカー（ドイツ・アバマン社）のモーター容量と処理能力から 250 日を稼働日数

として年間の電力消費量を設定した。また、施設内の照明等に使用する電力については併

設の飲料用ビン・カンの処理施設においてまかなっているとした。 

  その他紙類の資源化施設である笛田エコステーションの電力消費量は、笛田リサイクル

センターの電力消費量をミックスペーパーとその他紙類の発生量から案分して求めた。 

  容器包装プラスチックとペットボトルのリサイクル手法については、「プラスチック製

容器包装再商品化手法に関する環境負荷等の検討」（財団法人 日本容器包装リサイクル

協会）に記載されたリサイクル手法のうち、マテリアルリサイクルについては“パレット”、

ケミカルリサイクルについては“高炉還元材”を想定した。 

  焼却灰の溶融は“電気式”とし、溶融施設における電力消費量は「溶融処理技術検討委

員会 報告書」（東京二十三区清掃一部事務組合）から処理量あたりの電力消費量を引用

した。 

運搬過程 

  資源化処理の途中に別の施設へ対象物を運搬する場合のみ運搬過程を考慮した。 

  植木剪定材は県外の企業である“（株）富士リバース”に資源化処理委託していること

から、地図上で中継基地から処理委託会社までの距離を測って１回あたりの運搬距離を求

めた。 

  植木剪定材以外のごみについては、市内の企業に資源化処理委託するとして、それらの

ごみの運搬距離については、収集過程で用いた収集距離と同じとした。 

 


